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御
指
摘
の
「
不
動
産
仲
介
業
」
が
宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
七
十
六
号
）
第
二
条
第
二
号
に
規
定
す

る
宅
地
建
物
取
引
業
の
こ
と
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
銀
行
は
、
銀
行
法
（
昭
和
五
十
六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
十
二
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
そ
の
業
務
と
し
て
、
当
該
宅
地
建
物
取
引
業
を
営
む
こ
と
は
で
き
な
い
。
銀
行
が
当
該
宅
地
建
物
取
引
業
を
営
む

こ
と
は
、
銀
行
の
健
全
性
の
確
保
や
利
益
相
反
が
生
じ
る
お
そ
れ
等
に
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
お
尋
ね
の
「
不
動

産
仲
介
業
参
入
」
に
つ
い
て
は
、
関
係
者
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
中
長
期
的
な
検
討
を
要
す
る
も
の
で
あ
り
、
直
ち
に
こ
れ

を
認
め
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
る
。 

 

ま
た
、
お
尋
ね
の
「
保
有
不
動
産
の
賃
貸
自
由
化
」
に
つ
い
て
は
、
金
融
庁
が
定
め
た
「
主
要
行
等
向
け
の
総
合
的
な
監
督

指
針
」
及
び
「
中
小
・
地
域
金
融
機
関
向
け
の
総
合
的
な
監
督
指
針
」
（
以
下
こ
れ
ら
を
合
わ
せ
て
「
監
督
指
針
」
と
い
う
。

）
に
基
づ
き
、
銀
行
の
保
有
不
動
産
の
賃
貸
に
係
る
業
務
が
、
銀
行
法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
「
そ
の
他
の
銀
行
業
に
付

随
す
る
業
務
」
の
範
ち
ゅ
う
に
あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
銀
行
が
無
制
限
に
当
該
賃
貸
に
係
る
業
務
を

行
え
る
も
の
で
は
な
く
、
同
庁
と
し
て
は
引
き
続
き
、
監
督
指
針
に
則
り
、
銀
行
の
保
有
不
動
産
の
賃
貸
に
係
る
業
務
の
「
そ

の
他
の
銀
行
業
に
付
随
す
る
業
務
」
へ
の
該
当
性
に
つ
い
て
判
断
し
て
ま
い
り
た
い
。 


